
ブルンジ月報（２０２４年８月） 

 

１．内政・外政 

● ７月２９日、２０２５年に実施が予定されている議会・地方選挙の選挙法

に従い、全国県独立選挙委員会（ＣＥＰＩ）が発足した。他方、同委員会

委員は全員与党あるいはその支持政党に所属しており、公平性に欠けると

の指摘がなされている（１４日付 Iwacu）。 

● １３日、アルベール・シンギロ外務大臣は、第２３回東南部アフリカ市場

共同体（ＣＯＭＥＳＡ）首脳会合を本年１０月３１日にブルンジで開催す

ることを発表した。同会合には東南部アフリカ諸国２１カ国の代表の参加

が見込まれており、「気候変動に強い農業、鉱物資源開発及び観光における

地域協力の深化による地域統合の加速化」をテーマに議論が行われる予定

（１４日付 Iwacu）。 

環型経済行動計画を開術の導入に 

２．開発協力 

● １９日、世界銀行とブルンジ政府の間で総額約５億米ドルの資金拠出に関

する合意が行われた。同資金は都市開発、持続可能なエネルギー、緊急保

健対策、人材開発の４分野における案件の実施に使用される予定（１９日

付ＲＴＮＢ）。 

 

３．経済 

● １日、ブルンジ通信規制・管理庁（ＡＲＣＴ）は東アフリカ共同体地域内に

おける新たな通話料プランを発表した。同プランは、同地域共同体のケニア、

ルワンダ、南スーダン、ウガンダ、タンザニアが使用している特別な通信網

を整備することで、ブルンジと他のＥＡＣ加盟国間の通話料を減らすことを

目的とするもの（５日付 Iwacu）。 

● １４日、エマニュエル・シンゾハゲラ上院議長率いる上院議員団が、ブルン

ジ国境付近のタンザニアのルスモ水力発電所を訪問した。同発電所はブルン

ジ、ルワンダ、タンザニアに１７メガワットの電力を供給している。同上院

議長は、ブルンジだけが現金で水力発電所の費用を支払っている点を指摘し、

３カ国が同様の条件で支払いが行えるようにルワンダ及びタンザニアと協

議するよう、同国エネルギー大臣に提案した（２１日付ＲＴＮＢ）。 

以上 

 


